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規制の事後評価書（要旨）

法律又は政令の名称 建築基準法施行令の一部を改正する政令（平成２６年政令第２３２号）

規制の名称 （１）階段に係る規制の合理化（第２３条）
（２）防火上主要な間仕切壁に係る規制の合理化（第１１２条、第１１４条）
（３）圧縮水素スタンド等に係る用途規制の緩和（第１３０条の９）

規制の区分 緩和

住宅局建築指導課・市街地建築課

評価実施時期

費用、効果（便益）及び間接的な影
響の把握

（１）建築主において既存ストックの活用により大規模な改修が不必要となった場合における建築コストが減少したと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。
なお、当該規制の導入による建築コストの減少については、建築物の規模や用途等の多数の要素が複合的に影響するため、遵守費用の把握は困難である。
（２）建築主において既存ストックの活用により大規模な改修が不必要となった場合における建築コストが減少したと考えられ、事前評価時の想定と乖離はない。
なお、当該規制の導入による建築コストの減少については、建築物の規模や用途等の多数の要素が複合的に影響するため、遵守費用の把握は困難である。
（３）令和２年８月現在、圧縮水素スタンド（「燃料電池自動車の燃料を補給するための水素供給設備」をいう。以下同じ。）は全国１３３件設置されており（※）、国
土交通大臣が定める基準に適合する設備整備に要する費用が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、費用は圧縮水素スタンドの規模や立地条
件等ごとに異なるため遵守費用の把握は困難である。
（※）一般社団法人次世代自動車振興センター調べによる

（１）当該規制緩和による行政費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。
（２）当該規制緩和による行政費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。
（３）当該規制緩和による行政費用は発生しておらず、事前評価時の想定と乖離はない。

（１）利用者が安全に昇降できる一定の階段について階段の寸法に係る規制に適合させる必要がなくなり、既存ストックの活用が促進されるという効果が発生して
おり、事前評価時の想定と乖離はない。なお、実際に当該規制緩和により新たに建築可能となった建築物が建築されるかどうかについては、経済動向等の多数
の要素が複合的に影響するため、当該規制緩和の効果として具体的にどの程度既存ストックの活用が促進されたのかを定量的に把握することは困難である。
（２）自動スプリンクラー設備等設置部分等にある防火上主要な間仕切壁を準耐火構造とする必要がなくなり、既存ストックの活用が促進されるという効果が発生
しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、実際に当該規制緩和により新たに建築可能となった建築物が建築されるかどうかについては、経済動向等の
多数の要素が複合的に影響するため、当該規制緩和の効果として具体的にどの程度既存ストックの活用が促進されたのかを定量的に把握することは困難であ
る。
（３）危険物を貯蔵等する建築物の建築が禁止されている第２種住居地域等に圧縮水素スタンドが設置され、水素エネルギー等の利活用等の促進が図られる効
果が発生しており、事前評価時の想定と乖離はない。なお、効果は対象となる圧縮水素スタンドの利活用等の状況により異なることから、効果の定量的把握は困
（１）上記のとおり当該規制の緩和の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（２）上記のとおり当該規制の緩和の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。
（３）上記のとおり当該規制の緩和の効果については定量的に把握することは困難であり、このため金銭価値化も困難である。

（１）当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（２）当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。
（３）当該規制の緩和による副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。

事前評価時の想定との比較 （１）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。利用者の安全を確保しつつ、
既存ストックの活用を促進するため、階段に関する規制を合理化する必要があるとの課題を解決するという当該規制の緩和の必要性は、引き続き認められる。
（２）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。技術的検証の結果、スプリンク
ラーの設置等の措置を講じた一定の範囲については、防火上主要な間仕切壁を準耐火構造とした場合と同等以上に、在館者の安全な避難の確保や、周囲への
容易な延焼の防止を図ることができることが明らかとなったことから、当該措置を講じた場合、規制の合理化を図る必要があるとの課題を解決するという当該規
制の緩和の必要性は、引き続き認められる。
（３）規制の事前評価後、課題を取り巻く社会経済情勢や科学技術の変化による影響又は想定しなかった影響の発現はなかった。一定量以上の圧縮水素ガスの
危険物を貯蔵等する水素スタンド等が建築基準法の用途規制の対象となる建築物とされることが、市街地における圧縮水素スタンドの整備が進まない一因と
なっているとの課題を解決するという当該緩和の必要性は、引き続き認められる。



考察 （１）当該規制の緩和に係る費用として、建築主において既存ストックの活用により大規模な改修が不必要となった場合における建築コストという遵守費用が減少
しており、行政費用は発生していない。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の緩和に伴い、既存ストックの活用が
促進されるという効果が発生している。そのため、当該規制の緩和は、引き続き、継続することが妥当である。
（２）当該規制の緩和に係る費用として、建築主において既存ストックの活用により大規模な改修が不必要となった場合における建築コストという遵守費用が減少
しており、行政費用は発生していない。また、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の緩和に伴い、既存ストックの活用が
促進されるという効果が発生している。そのため、当該規制の緩和は、引き続き、継続することが妥当である。
（３）令和２年８月現在、圧縮水素スタンドは全国１３３件設置されている。当該規制の緩和に係る費用として国土交通大臣が定める基準に適合するという遵守費
用が発生しているが軽微であると考えられ、副次的な影響及び波及的な影響は特段見受けられなかった。一方、当該規制の緩和に係る効果として危険物を貯蔵
等する建築物の建築が禁止されている第２種住居地域等に圧縮水素スタンドが設置され、水素エネルギー等の利活用の促進が図られている。費用と効果を比
較すると効果が費用を上回るものであり、当該規制の緩和は、引き続き、継続することが妥当である。

備考


